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招集ご通知

証券コード　7078
2023年６月13日

株　主　各　位
東京都港区南青山五丁目10番２号

ＩＮＣＬＵＳＩＶＥ株式会社
代表取締役社長 藤 田 　 誠

　当社ウェブサイト https://inclusive.co.jp/ir/

　東京証券取引所ウェブサイト(東証上場会社情報サービス)

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第16回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主総会」を順に選択

いただき、「招集通知」欄より御確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ＩＮ

ＣＬＵＳＩＶＥ」又は「コード」に当社証券コード「7078」を入力・検索し、

「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主

総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知

とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、

2023年６月27日（火曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますよう

お願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2023年６月28日（水曜日）午後２時
２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号　渋谷東口ビル１階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷　1F「ホールA」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第16期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第16期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役４名選任の件
第２号議案 監査役２名選任の件

     

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブ
サイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載
いたします。
　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に
対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいた
します。
　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措
置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次
の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、お送りする書
面には記載しておりません。
　① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
　② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、全国旅行支援の開始や入国制限の緩和

を背景としたサービス消費およびインバウンド消費の回復により、緩やかながら回

復基調にあります。また、政府は2023年５月より新型コロナウイルスの感染症法上

の分類を季節性インフルエンザと同じ「5類」に引き下げる方針を示しており、更

なる経済活動の活発化が期待されます。一方で、世界的な金融引締め等が続く中

で、海外景気の下振れがわが国経済を下押しするリスクとなっており不透明な状況

となっております。そういったマクロ環境下で、当社グループが属するインターネ

ット広告領域においては、全体的には過去数年にわたる成長基調が継続しており、

当社グループにとって重要な市場でもあるマスメディア媒体のデジタル化が更に進

行するなど、事業機会の拡大につながる展開も見受けられました。

　当社グループが属するインターネット広告領域においては、我が国におけるイン

ターネット利用者数が前年に引き続き増加を続けており、総務省が発表した「令和

３年通信利用動向調査の結果」によると、令和３年にインターネットの人口普及率

は82.9%に達しました。その中でも、20代から40代では、スマートフォン利用率が

全国で９割、13歳～19歳、50代で８割を超えてきており、これにより室内だけでな

く、外出先でインターネットを利用することが日常的に行われていることが見て取

れます。また、10代後半から50代のインターネットの利用率が９割を超える結果と

なっており、利用率の増加に伴い利用用途も多様化していることが想定され、検索

以外の手段で情報を取得する人々が増加していることが示唆されています。

　広告業界におきましては、2022年（暦年）の「2022年 日本の広告費」（株式会

社電通）によると、日本の総広告費は７兆1,021億円（前年比4.4％増）と、新型コ

ロナウイルス感染症の感染再拡大、ウクライナ情勢、物価高騰など国内外の様々な

影響を受けつつも、社会のデジタル化を背景に好調な「インターネット広告費」の

成長に市場全体が支えられ、前年実績を上回りました。従来からの主力媒体である

マスコミ四媒体の広告費は２兆3,985億円と微減となった一方で、インターネット

広告費（媒体費＋広告制作費）は、３兆912億円（前年比14.3%増）となりました。

また、インターネット広告媒体費は２兆4,801億円（前年比15.0％増）と、引き続

き市場が拡大しております。

　また、広告形態としては、運用型広告の市場は２兆1,189億円（前年比15.4％

増）とはじめて２兆円を突破し、さらに運用型広告の需要が高まったものと想定さ

れます。また、前年に引き続きブランドセーフティへの関心が高まり、アドフラウ

ド問題への対処なども注目されており、各メディアやプラットフォーマー側ではそ

の対応策が進んでおります。Appleのプライバシーポリシーの変更や、Googleが予
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定しているサードパーティークッキーの規制など、クッキーフリー時代の到来に向

けて、各種プラットフォーマーのルール整備が進みつつあります。

　当社グループでは、当連結会計年度より事業セグメントをメディア＆コンテンツ

事業、企画＆プロデュース事業、食関連事業、その他事業の４セグメントとして定

め、それぞれのセグメントにおいて積極的な事業展開を行っております。メディア

＆コンテンツ事業については、既存取引先との関係強化とデジタルトランスフォー

メーションの推進支援による運営メディアの獲得や広告関連サービスのアップセ

ル、漫画家のデジタル化支援を行うことによる配信漫画冊数の獲得と、成長領域で

あるWEBTOON（スマホ特化型の縦読み漫画）への投資に注力しております。企画＆

プロデュース事業についても、既存取引先との関係強化を推進し新たな案件獲得を

強化するとともに、インフルエンサーマーケティング等足元で多くの広告予算が投

下されている領域での展開を強化する等、新たなサービス開発に注力しています。

食関連事業については、下鴨茶寮の更なるブランド力強化に注力することと同時

に、ブランドコンセプトを付加した新商品企画の推進やふるさと納税商品の共同開

発強化など、新たなサービス開発にも経営リソースを投下しています。当連結会計

年度につきましては、2022年６月に開示した事業戦略の骨子に従い事業を展開し、

事業ポートフォリオ間のシナジーの創出に着手してまいります。まず、2022年４月

にはクリエイターである小山薫堂氏と軽部政治氏が共同代表を務め、企画・プロデ

ュースサービスや、ブランディングサービスを手掛ける株式会社オレンジ（以下

「オレンジ」といいます。）を子会社化しました。当社グループは、これまでウェ

ブメディアの立ち上げや運営を軸として、広告媒体としての展開、システム開発な

ど関連領域を拡張させることで事業を展開しており、ユーザーがインターネット上

に集う場である媒体を構築、運営し、事業として持続的に成長させるための包括的

なノウハウを有しています。オレンジのグループ化により、ウェブメディア展開能

力に、トレンドを生み出す企画力を掛け合わせることで、世の中の変革のきっかけ

となるコンテクストとコンテンツをゼロからつくり、メディアの力で数多くのユー

ザーに拡大していくまでの事業開発をグループ内で完結させることが可能となりま

す。

　前出の通り、現在は当社グループがこれまで培ってきた情報発信能力に、新たに

グループに加わった企業のリソース、ノウハウを掛け合わせることで事業シナジー

の創出に取り組んでおります。当連結会計年度の事例として、当社のメディア運

営・情報発信ノウハウとオレンジが持つ企画力を掛け合わせ、日本ワインを文化資

源として山梨県の観光をより活性化させる企画「Open Winery 2022」を2022年11月

に実施いたしました。また、漫画領域の事例として、宇宙産業の理解促進・認知拡

大を目的に当社と株式会社ナンバーナイン共同で企画・制作したWEBTOON『晴天の

デルタブイ』を2023年２月より配信開始しました。さらに、グループ会社間連携の

取り組みとして、株式会社オレンジ・アンド・パートナーズと株式会社ナンバーナ

インが企画段階から共同で関与した「TOKYO〈β〉MANGA-SO」が2023年２月にオー

プンいたしました。一方で、2023年３月、経営資源の選択と集中の観点で、株式会

社グルコースの全株式を譲渡しました。今後も地域活性化を事業展開の軸として想

定し、関連するメディア、企画、広告など、それぞれの事業領域でノウハウを活用
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し共同プロジェクトを実現していくことで、事業ポートフォリオの中長期的な成長

を図っていく方針です。

　その他事業領域においては、主に宇宙関連サービスの開発に取り組んでいます。

宇宙関連事業については、2022年10月に北海道大樹町と当社およびINCLUSIVE 

SPACE CONSULTING株式会社との間で衛星データの利活用促進を中心とする地域解決

に関する包括連携協定を締結し、また、2022年11月には北海道釧路市において

INCLUSIVE SPACE CONSULTING株式会社が経済産業省の衛星データの無料利用事業者

に採択され、2023年３月には北海道大樹町にて衛星データ利用事業「LAND 

INSIGHT」の提供を開始いたしました。これにより、翌連結会計年度以降の本格的

な宇宙関連事業の展開を進めております。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は48億04百万円（前期比175.5％

増）、売上総利益は19億19百万円（同134.9％増）、調整後EBITDAは△26百万円

（前期は調整後EBITDA71百万円）、営業損失は３億54百万円（前期は営業損失44百

万円）、経常損失は３億47百万円（前期は経常損失32百万円）、親会社株主に帰属

する当期純損失は８億71百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失１億15百

万円）となりました。また、当連結会計年度におけるメディア＆コンテンツ事業の

売上高は17億72百万円、セグメント損失は４億34百万円、当連結会計年度における

企画＆プロデュース事業の売上高は14億10百万円、セグメント損失は40百万円、当

連結会計年度における食関連事業の売上高は16億21百万円、セグメント利益は１億

25百万円となりました。

なお、調整後EBITDAは、減価償却費、のれん償却費や株式報酬費用の非現金支出

項目、ならびに寄付金支出を控除した収益指標であり、当社グループの経常的な事

業収益力を測る指標として今後モニタリングしていく方針です 。

② 設備投資の状況

　記載すべき重要な事項はございません。

③ 資金調達の状況

　主な資金調達として、当事業年度におきまして、当社は、2022年４月18日を払込

期日とする第三者割当増資により184,300株の新株式を発行し223百万円の資金調達

を行いました。

　また、当社は、2022年４月20日に発行した行使価額修正条項付第11回新株予約権

の権利行使により、1,177百万円の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　当社は、2022年６月１日付けで、ウェブサービス『SuMiKa』を売却しておりま

す。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　記載すべき重要な事項はございません。
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⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、2022年４月21日付で、株式会社オレンジの発行済株式の58.9％を取得

し、同社を当社の連結子会社といたしました。また、当社は、2023年３月31日付

で、株式会社グルコースの全株式を譲渡し、同社は当社の連結子会社ではなくなり

ました。

区 分
第 13 期

(2020年３月期)
第 14 期

(2021年３月期)
第 15 期

(2022年３月期)

第 16 期
(当連結会計年度)

(2023年３月期)

売 上 高 (千円) 1,504,519 1,376,613 1,743,880 4,804,631

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

(千円) 258,259 42,504 △32,913 △347,259

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純損失
（△）

(千円) 167,228 22,829 △115,904 △871,220

１ 株 当 た り
当期純利益又は１株当た
り 当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) 24.89 3.12 △14.72 △89.20

総 資 産 (千円) 1,588,666 2,345,335 3,217,943 5,513,964

純 資 産 (千円) 1,275,586 1,499,518 1,947,986 3,071,855

１株当たり純資産 (円) 175.67 191.92 227.88 244.28

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中

平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発

行済株式総数により算出しております。

２. 当社は、2019年９月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を、

2021年４月13日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

す。第13期（2020年３月期）の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株

当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産を算定して

おります。
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区 分
第 13 期

(2020年３月期)
第 14 期

(2021年３月期)
第 15 期

(2022年３月期)

第 16 期
(当事業年度)

(2023年３月期)

売 上 高 (千円) 873,083 748,502 769,668 774,255

経 常 利 益
又 は 経 常 損 失
（△）

(千円) 188,266 16,968 96,531 △66,061

当 期 純 利 益
又は当期純損失
（△）

(千円) 118,079 14,327 15,245 △752,853

1 株 当 た り
当期純利益又は１株
当たり当期純損失（△）

(円) 17.58 1.96 1.94 △77.08

総 資 産 (千円) 1,269,658 1,971,544 2,406,166 2,973,214

純 資 産 (千円) 1,013,140 1,228,570 1,743,080 2,442,844

１株当たり純資産 (円) 139.53 157.21 210.92 242.51

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中

平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発

行済株式総数により算出しております。

２. 当社は、2019年９月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を、

2021年４月13日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

す。第13期（2020年３月期）の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株

当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産を算定して

おります。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はございません。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Data Tailor株式会社 1百万円 100.0％
アドテクノロジー商品の仕入れ
と販売

パシフィック･コミュニケーシ

ョ ン ズ 株 式 会 社 （ 注 2 ）
1百万円 100.0

広報PR・IR業務およびコンサル
ティング

株式会社グルコース
（注３）

12百万円 100.0 ソフトウェアの企画、開発

達 傑 汀 有 限 公 司 25万台湾ドル 100.0 一般メディア事業

株 式 会 社 m o r o n d o 20百万円 100.0 一般メディア事業

Ne w s l e t t e r  A s i a
株 式 会 社

10百万円 100.0
メールマガジンの企画、制作、
発行及び「田端大学」の運営

株 式 会 社 O G S 1百万円 100.0 「大蔵ゴルフスタジオ」の運営

O G S  P L U S , I N C . 18万ドル 100.0 「大蔵ゴルフスタジオ」の運営

株式会社ナンバーナイン 99百万円 78.8
デジタル配信事業、確定申告代
行事業他

株式会社オレンジ

（注４）
132百万円 58.9 グループ持株会社

株式会社オレンジ・アンド・

パートナーズ（注４）
10百万円

58.9
（※）

コミュニケーションプラニング、ブ

ランドコンサルティング等

株式会社下鴨茶寮

（注４）
10百万円

58.9
（※）

茶懐石・京料理・京懐石・高級
食品加工・高級贈答品

株式会社ジョージクリエイテ

ィブカンパニー（注４）
10百万円

58.9
（※）

デザインに関するコンサルティ
ング業務等

株式会社ウィズオレンジ

（注４）
1.5百万円

58.9
（※）

各種商業施設等の企画

INCLUSIVE SPACE CONSULTING

株式会社（注５）
3百万円 100.0

宇宙関連事業に関する各種コン
サルティング業務等

② 重要な子会社の状況

（注）１．特定完全子会社はございません。

　　　２．2023年５月10日付でＴＲＩＰＬＥ　ＷＩＮ　ＳＴＲＡＴＥＧＩＥＳ株式会社に

商号変更しております。

３．2023年３月31日付で全株式を株式会社PR TIMESへ譲渡しました。

４．2022年４月21日付で発行済株式の58.9％を取得し、当社の連結子会社といたし

ました。議決権比率欄の※印は、間接保有を含んでおります。

５．2022年４月21日付けで設立いたしました。

(4) 対処すべき課題

　当社グループの今後の経営課題とその対策は以下のとおりでございます。
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① 業界動向について

　個人および法人のインターネット活用の場面が拡大したことに伴い、インターネット

広告市場も拡大しております。しかし、インターネット広告業界は、広告領域の他の事

業同様に景気変動の影響を直接的に受ける性格を有しております。そのため当社は、新

たな業界動向を察知し、外部環境の変化に対応できる臨機応変な組織構築を行ってまい

ります。

　また、インターネット広告業界の中で、予約型広告の市場成長をしのぐスピードで運

用型広告市場の成長が顕著となっております。かかる事業環境の中、当社は子会社であ

るData Tailor株式会社とも連携し、広告枠の効果的な配置による収益機会最大化と、収

益性の高いメディアの制作・運用ノウハウの強化や改善を行っていく方針です。

② 競合環境の変化について

　当社収益の大半は、広告主によるインターネット媒体出稿費用に直接あるいは間接的

に依存する比率が高いのが現状です。昨今のインターネットメディアの増加により、メ

ディア間での競合が激化し当社の広告受注単価あるいは受注数に影響が出る場合には、

当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。そのため当社グループ

は、継続した広告メニューの改善・開発を、広告主や媒体社との意見交換を頻繁に実施

しつつ継続していくとともに、サービス間で連携しSNSやオウンドメディアの運用、コン

テンツマーケティングやEC関連ソリューションの提供など、広告獲得以外の価値をクラ

イアントに提供する活動にも注力してまいります。

③ ブランドセーフティへの対応について

　インターネット広告を行う際には、数多くの広告配信ネットワークやメディアから広

告が配信される事から、適切なコントロールがなされていない場合、広告主が表示を想

定していない、コンテンツの質が低いメディアに広告が表示される可能性があります。

かかる事象が発生することで、広告を実施したことによって広告主のブランド毀損が発

生する可能性があるため、このようなブランド価値毀損が発生しうる広告掲載を防止す

る、ブランドセーフティが意識されるようになってきており、広告主が不適切な広告媒

体を避けたり、アドネットワークを配信ネットワークとしての質に注目し選別するなど

の動きが注目されつつあります。その中で、当社グループはコンテンツ制作体制を強化

し、コンテンツに対する社内レビュー体制の強化や、専門家の監修強化を通して、コン

テンツの質向上に取り組んでいます。

④ 特定の経営陣への依存緩和について

　当社グループの代表取締役社長である藤田誠は、2007年の創業以来当社の代表を務め

ております。同氏は、インターネットサービス事業に関連する豊富な経験と知識を有し
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ており、当社の事業戦略の決定に重要な役割を果たしております。当社では、取締役会

や、事業運営に必要な定例会議の実施を通した情報共有や幹部の育成、組織の強化を行

う事や、適宜権限の委譲を行っていく事で、同氏に過度に依存する体制を緩和していく

方針です。

⑤ 内部管理体制について

　当社グループは現在、成長段階であり、業務運営の効率化やリスク管理のための内部

管理体制の強化が重要な課題であります。そのため、当社グループは経営の公正性・透

明性を確保するための更なる内部管理体制強化に取り組んでおり、従前より実施してい

る定期的な内部監査の実施によるコンプライアンス体制の更なる強化などを行っていく

方針です。

⑥ 人材の確保及び育成について

　当社グループは、今後想定される事業拡大や新規事業の展開に伴い、継続した人材の

確保が必要であると考えております。特に、新規事業を立ち上げ、拡大・成長させてい

くための事業開発力・マネジメント能力を有する人材や、コンテンツ制作のスキルを有

する人材の確保に努めるとともに、人事・教育体制の整備を進め人材の定着と能力の底

上げに努めております。

－ 10 －



2023/06/05 14:09:37 / 22945293_ＩＮＣＬＵＳＩＶＥ株式会社_招集通知_電子提供措置用

主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況

事業セグメント 事 業 内 容

a. メディア＆コンテ
ンツ事業

メディア、漫画、ニュースレターなど多岐に亘る情報発信フ
ォーマットを通して、インターネット上でユーザーを集客
し、広告による法人クライアントからの収益獲得、もしくは
個人ユーザーに対するコンテンツ・サービス販売による課金
を行う事業領域

b. 企画＆プロデュー
ス 事 業

主に法人をクライアントとし、企業や団体ブランディングに
関連する企画の提供、プロモーション関連サービスの提供、
空間デザイン、施工サービスの提供、あるいはシステム開発
の支援等を実施

c. 食 関 連 事 業
安政三年（1856年）創業の下鴨茶寮というブランドを基盤と
して、現在は食に関連する各種サービスを提供

d. その他事業 上記に含まれない宇宙関連事業を含む新規の事業

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

　当社グループでは、事業セグメントをメディア＆コンテンツ事業、企画＆プロデュー

ス事業、食関連事業、その他事業の４セグメントとして分類しております。

本 社 東京都港区

D a t a  T a i l o r
株 式 会 社

本社（東京都港区）

パシフィック・コミ
ュニケーションズ
株 式 会 社

本社（東京都港区）

株式会社グルコース 本社（東京都港区）

株式会社m o r o n d o 本社（大阪府枚方市）

Ne w s l e t t e r  A s i a
株 式 会 社

本社（東京都港区）

株 式 会 社 O G S 本社及び店舗（東京都世田谷区）

O G S  P L U S , I N C . 本社及び店舗（アメリカ合衆国ハワイ州）

株式会社ナンバーナイン
本社（東京都品川区）
デジタル漫画ラボ（宮崎県日南市）
事業所（宮崎県宮崎市）

株式会社オレンジ 本社（東京都港区）

株式会社オレンジ・アンド・

パ ー ト ナ ー ズ
本社（東京都港区）

(6) 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）

① 当社

② 子会社
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株式会社下鴨茶寮
本社及び本店（京都市左京区）
工場（京都市伏見区及び京都市南区）
銀座店（東京都中央区）

株式会社ジョージクリエイテ

ィ ブ カ ン パ ニ ー
本社（東京都港区）

株式会社ウィズオレンジ 本社（東京都港区）

INCLUSIVE SPACE CONSULTING

株式会社
本社（札幌市中央区）

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

メディア&コンテンツ事業 87（55）名 ８名増（28名増）

企 画 & プ ロ デ ュ ー ス 事 業 49（６） 25名増（４名増）

食 関 連 事 業 102（68） 102名増（68名増）

そ の 他 -（-） -（-）

全 社 （ 共 通 ） 29（６） 16名増（４名増）

合 計 267（135） 151名増（104名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

57（12）名 １名減（２名減） 31.6歳 3.8年

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グルー

プ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタ

イマー､人材会社からの派遣社員を含む｡）は、最近１年間の平均人員を（　）

外数で記載しております。

２. 全社（共通）として記載されている使用人数は、管理部門に所属しているもの

であります。

３．企画&プロデュース事業の使用人数には、2023年３月31日付けで株式を譲渡した

株式会社グルコースの人数を含みます。

② 当社の使用人の状況

（注） 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を

含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 448百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 150

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 104

株 式 会 社 り そ な 銀 行 75

京 都 信 用 金 庫 70

京 都 中 央 信 用 金 庫 70

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 39

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 15

枚 方 信 用 金 庫 11

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 75百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 33

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 15

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の主要な借入先の状況

（注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

② 当社の主要な借入先の状況

（注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　記載すべき重要な事項はございません。

－ 13 －



2023/06/05 14:09:37 / 22945293_ＩＮＣＬＵＳＩＶＥ株式会社_招集通知_電子提供措置用

株式の状況

① 発行可能株式総数 25,880,400株

② 発行済株式の総数 9,963,789株

③ 株主数 5,536名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

藤 田 　 誠 4,294,032株 43.10％

堀 江 　 貴 文 545,454 5.47

イ ン タ ー ス テ ラ テ ク ノ ロ ジ ズ
株 式 会 社

399,468 4.01

デジタル・アドバタイジング・コン
ソ ー シ ア ム 株 式 会 社

189,000 1.90

アーキタイプグループ株式会社 180,000 1.81

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 143,700 1.44

楽 天 証 券 株 式 会 社 107,200 1.08

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮ
ＹＭ ＦＯＲ　ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬ
ＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴＳ　Ｍ　
Ｌ Ｓ Ｃ Ｂ  Ｒ Ｄ

101,557 1.02

瀬 賀 　 雅 弥 95,000 0.95

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 78,800 0.79

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

④ 大株主

（注) 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項

　　当社は、2022年４月18日を払込期日とする第三者割当増資により184,300株の新

株式を発行いたしました。また、当事業年度末日までに新株予約権の権利行使に

より、1,570,800株増加しております。
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新株予約権等の状況

第５回新株予約権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日 2018年６月29日 2019年６月28日

新 株 予 約 権 の 数 60個
　

40個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 18,000株
(新株予約権１個につき300株)

　

普通株式 12,000株
(新株予約権１個につき300株)

　
新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
117,000円

(１株当たり　390円)
　

新株予約権１個当たり
117,000円

(１株当たり　390円)
　

権 利 行 使 期 間
2021年６月29日から
2028年６月28日まで

2022年７月１日から
2029年６月28日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 60個
目的となる株式数 18,000株
保有者数 １名
　

新株予約権の数 40個
目的となる株式数 12,000株
保有者数 １名
　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

監 査 役
新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

（注）１. ①新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、
監査役、および従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、取締
役会の事前の承認があるときはこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。
③新株予約権者は、発行要綱に定める権利行使期間の制約に加え、当社株式が
日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場した日より180日後から権利行使
できるものとする。

④新株予約権者は新株予約権の割り当て個数の全部または一部を行使すること
ができる。ただし、1個の新株予約権をさらに分割して行使することはできな
いものとする。

⑤その他新株予約権行使の条件は、当社が新株予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約書」に定めるところによる。

２. 2019年９月30日付で行った普通株式１株につき100株の株式分割、また、2021年
４月13日付で行った普通株式１株につき３株の株式分割により、「新株予約権
の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」及び「役員の保有状況」の「目的となる株式数」は調整されております。
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新株予約権等の状況

第８回新株予約権 第1 3回新株予約権

発 行 決 議 日 2021年７月21日 2022年８月26日

新 株 予 約 権 の 数 150個
　

190個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 15,000株
(新株予約権１個につき100株)

　

普通株式 19,000株
(新株予約権１個につき100株)

　
新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
96,700円

(１株当たり　967円)
　

新株予約権１個当たり
140,500円

(１株当たり　1,405円)
　

権 利 行 使 期 間
2023年７月22日から
2031年７月21日まで

2024年８月27日から
2032年８月26日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 150個
目的となる株式数 15,000株
保有者数 １名
　

新株予約権の数 190個
目的となる株式数 19,000株
保有者数 ２名
　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

監 査 役
新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
保有者数 -
　

（注） ①新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、
監査役、および従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、取締
役会の事前の承認があるときはこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。
③新株予約権者は新株予約権の割り当て個数の全部または一部を行使すること
ができる。ただし、1個の新株予約権をさらに分割して行使することはできな
いものとする。

④その他新株予約権行使の条件は、当社が新株予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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新株予約権等の状況

第1 2回新株予約権 第1 3回新株予約権

発 行 決 議 日 2022年３月31日 2022年８月26日

新 株 予 約 権 の 数 225個
　

300個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 22,500株
(新株予約権１個につき100株)

　

普通株式 30,000株
(新株予約権１個につき100株)

　
新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
98,700円

(１株当たり　987円)
　

新株予約権１個当たり
140,500円

(１株当たり　1,405円)
　

権 利 行 使 期 間
2024年４月１日から
2032年３月31日まで

2024年８月27日から
2032年８月26日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

使用人等
へ の
交付状況

当 社 使 用 人
新株予約権の数 -
目的となる株式数 -
交付者数 -
　

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 20,000株
交付者数 19名
　

子会社の役員及
び 使 用 人

新株予約権の数 225個
目的となる株式数 22,500株
交付者数 ９名
　

新株予約権の数 100個
目的となる株式数 10,000株
交付者数 ７名
　

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

（注） ①新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、
監査役、および従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、取締
役会の事前の承認があるときはこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。
③新株予約権者は新株予約権の割り当て個数の全部または一部を行使すること
ができる。ただし、1個の新株予約権をさらに分割して行使することはできな
いものとする。

④その他新株予約権行使の条件は、当社が新株予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約書」に定めるところによる。
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新株予約権等の状況

第 1 1 回 新 株 予 約 権

新 株 予 約 権 の 総 数 15,000個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式 1,500,000株
(新株予約権１個につき 100株)

　
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり586円

新 株 予 約 権 の 払 込 期 日 2022年４月20日

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
当初行使価額　１株につき1,071円

（注）１

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間
2022年４月21日から
2024年４月22日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金

（注）２

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件 新株予約権の一部行使はできない。

割 当 先
第三者割当の方法により、マッコーリー・

バンク・リミテッドに割当

③ その他新株予約権等の状況

2022年３月31日開催の取締役会決議に基づき発行した第11回新株予約権

（行使価額修正条項付）

（注）１. 行使価額は、各修正日（各行使価額の修正につき、本新株予約権の各行使請求

に係る通知を当社が受領した日）の前取引日の東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の

90%に相当する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切

り上げた金額）に修正されます。ただし、上記計算の結果、算出される金額が

下限行使価額595円（調整されることがあります）を下回る場合には、修正後

の行使価額は下限行使価額とします。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5

を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額とします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加

する資本金の額を減じた額とします。

３．第11回新株予約権は、2022年８月９日をもって全ての行使が完了いたしまし

た。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役 藤 田 　 誠

Data Tailor株式会社　代表取締役

パシフィック・コミュニケーションズ株式会社

取締役

株式会社グルコース　取締役

株式会社morondo　代表取締役

Newsletter Asia株式会社　代表取締役

株式会社OGS　代表取締役

OGS PLUS,INC.　vice president
株式会社ナンバーナイン　取締役

株式会社オレンジ　取締役

INCLUSIVE SPACE CONSULTING株式会社　代表取締

役

取 締 役 軽部　政治

株式会社オレンジ　代表取締役

株式会社オレンジ・アンド・パート‐ナーズ　代

表取締役

株式会社下鴨茶寮　代表取締役

株式会社ジョージクリエイティブカンパニー　取

締役

株式会社ウィズオレンジ　取締役

Good Life & Travel Company 株式会社　代表取締

役

株式会社クロステック・マネジメント　取締役

株式会社MovingInn　取締役

取 締 役 柳澤　大輔

株式会社カヤック　代表取締役

株式会社テー・オー・ダブリュー　取締役

株式会社プラコレ　取締役

鎌倉R不動産株式会社　取締役

株式会社カヤックゼロ　代表取締役

株式会社リビングハウス　社外取締役

株式会社フィル・カンパニー　社外取締役

取 締 役 塩 野 　 誠

株式会社経営共創基盤　共同経営者　マネージング

ディレクター

株式会社JBIC IG Parters　代表取締役CIO

JB Nordic Ventuers Oy　Diector

株式会社ビービット　社外取締役

常勤監査役 小泉　増明 なし

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）
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会社役員の状況

会社における地位 氏　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

監 査 役 村上　未来

株式会社somebuddy　代表取締役

クリアル株式会社　社外取締役

株式会社ユーグレナ　取締役監査等委員

監 査 役 阿部美寿穂 阿部美寿穂公認会計士事務所　代表

① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１．代表取締役藤田誠氏は、2023年３月31日付で株式会社グルコースの取締役を辞

任しております。

　　　２．取締役柳澤大輔氏ならびに取締役塩野誠氏は、会社法第2条第15号に定める社

外取締役であります。

３. 常勤監査役小泉増明氏及び監査役村上未来氏ならびに監査役阿部美寿穂氏は、

会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

４. 常勤監査役小泉増明氏及び監査役村上未来氏ならびに監査役阿部美寿穂氏は、

以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・常勤監査役小泉増明氏は、事業会社の業務への精通、ならびに事業会社の監

査部門における知識・経験等があり、経営監視機能として、客観的、中立的

立場から監査を行えると判断しております。

・監査役村上未来氏は、会計士としての専門的知見、ならびに上場企業の財務

担当執行役員として企業経営に携わってきた経験を有しており、客観的、中

立的立場から監査を行えると判断しております。

・監査役阿部美寿穂氏は、会計士としての専門的知見を有しており、客観的、

中立的立場から監査を行えると判断しております。

５．2022年６月28日開催の第15回定時株主総会終結の時をもって、後藤健太郎氏、

安達真氏及び中嶋淳氏は取締役を辞任、長尾拓真氏は監査役を辞任いたしまし

た。

６. 当社は、社外取締役柳澤大輔氏ならびに社外取締役塩野誠氏及び社外監査役小

泉増明氏、社外監査役村上未来氏ならびに社外監査役阿部美寿穂氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役について、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最

低責任限度額を限度とする契約を締結することができる旨、定款に定めており、社

外取締役及び社外監査役とかかる契約を締結しております。当該責任限定契約が認

められるのは、社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行におい

て善意かつ重大な過失がないときに限られます。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

イ. 被保険者の範囲

　当社および当社のすべての子会社の取締役、監査役、執行役員及びその他の会社
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会社役員の状況

法上の重要な使用人

ロ. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償

責任保険契約を締結しており、被保険者の役員訴訟、労務関連訴訟、有価証券関連

訴訟の損害を当該保険契約によって填補することとしております（ただし、犯罪行

為や意図的に違法行為を行った被保険者自身の損害等を除く）。なお、保険料は全

額当社が負担しております。

④ 取締役及び監査役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容

にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ

決議する内容について、社外取締役との間で、報酬の算定の公平性、その水準と取締

役の役割・職責とのバランス等について協議を行い、社外取締役から、当該報酬内容

は相当である旨の報告を取締役会において受けた上で、決定しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の

内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合

していることや、社外取締役からの報告が十分に勘案されていることを確認してお

り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
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会社役員の状況

１. 基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分

に機能するよう、取締役の役割、職責、当社の企業価値の向上への貢献等を総合的に

勘案した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正

な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報

酬としての基本報酬および新株予約権（ストック・オプション）により構成し、監督

機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととす

る。

２. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて

他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定

するものとする。

３. 非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

　非金銭報酬等は、新株予約権（ストック・オプション）とし、会社業績並びに当社

および当社子会社における業務執行の状況や貢献度を基準として、内容、割当数等を

決定するものとする。

４. 金銭報酬の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割

合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連す

る業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ検討を行い、当社

の企業価値の持続的な向上に資するために、最も適切な支給割合となるよう決定する

ものとする。

５. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内

容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とす

る。なお、非金銭報酬等として付与する新株予約権（ストック・オプション）につい

ては、取締役会で取締役個人別の割当数を決議する。

６. 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　個人別の報酬等の額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長藤田誠がそ

の具体的内容について委任を受けております。

　代表取締役社長に委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の職責

について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであり、代表取

締役社長が個人別の報酬等の額を決定するに際しては、個人別の報酬等の額を決定す

る権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、社外取締役に諮問し答申を

得るものとし、当該答申の内容を踏まえて報酬額を決定するものとします。
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会社役員の状況

区 分
報酬等の

総額
（千円）

報酬等の種類別の総額(千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

73,200
（10,500）

73,200
（10,500）

-
6,470
(-)

７
（３）

監査役
（うち社外監査役）

14,400
（14,400）

14,400
（14,400）

- -
４

（４）

合計
（うち社外役員）

87,600
（24,900）

87,600
（24,900）

-
6,470
(-)

11
（７）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上表には、2022年６月28日開催の第15回定時株主総会の終結の時をもって退任

した取締役３名（うち社外取締役１名）及び監査役１名（うち社外監査役１

名）を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、2015年６月30日開催の定時株主総会において年額

200,000千円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役

の員数は６名（うち社外取締役１名）です。金銭報酬とは別枠で、2020年６

月30日開催の定時株主総会において取締役の非金銭報酬の限度額は、年額

200,000千円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役

の員数は５名（うち社外取締役２名）です。

また、金銭報酬とは別枠で、2021年６月29日開催の定時株主総会において取

締役（社外取締役を除く。）に対するストック・オプション報酬額は、年額

200,000千円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役

の員数は５名（うち社外取締役２名）です。

３. 監査役の報酬限度額は、2019年９月12日の臨時株主総会において年額21,600

千円以内と決議されております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数

は３名（うち社外監査役３名）です。

４．上記の非金銭報酬等の総額は、ストック・オプション報酬として割り当てた

新株予約権に係る当事業年度における費用計上額であります。

ハ. 当事業年度に支払った役員退職慰労金

　該当事項はございません。

ニ. 非金銭報酬等の内容
　非金銭報酬等の内容は新株予約権（ストック・オプション）であり、割当て

の際の条件等は「イ.役員報酬等の内容の決定に関する方針等」のとおりであり

ます。
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会社役員の状況

区分 氏名 兼職先 兼職の内容 関係

社外取締役 柳澤　大輔

株式会社カヤック

株式会社テー・オー・ダブリュー

株式会社プラコレ

鎌倉R不動産株式会社

株式会社カヤックゼロ

株式会社リビングハウス

株式会社フィル・カンパニー

代表取締役

取締役

取締役

取締役

代表取締役

社外取締役

社外取締役

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

社外取締役 塩野　　誠

株式会社経営共創基盤

株式会社JBIC IG Parters

JB Nordic Ventuers Oy

株式会社ビービット

共同経営者　マネー

ジングディレクター

代表取締役CIO

Diector

社外取締役

なし

なし

なし

なし

社外監査役 小泉　増明 なし なし －

社外監査役 村上　未来

株式会社somebuddy

クリアル株式会社

株式会社ユーグレナ

代表取締役

社外取締役

取締役監査等委員

なし

なし

なし

社外監査役 阿部 美寿穂 阿部美寿穂公認会計士事務所 代表 なし

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
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会社役員の状況

出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される

役割に関して行った職務の概要

取締役 柳 澤 　 大 輔

当事業年度開催の取締役会の19回に出席いたしました。

企業経営者としての観点から、取締役会では当該視点か

ら積極的に意見を述べており、意思決定の妥当性・適正

性を確保するための適切な役割を果たしております。

取締役 塩 野 　 誠

2022年６月28日就任以降、当事業年度開催の取締役会の

16回に出席いたしました。企業経営者としての観点か

ら、取締役会では当該視点から積極的に意見を述べてお

り、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な

役割を果たしております。

監査役 小 泉 　 増 明

当事業年度開催の取締役会の全22回に、また、監査役会

の全15回に出席いたしました。常勤監査役として、客観

的、中立的立場から監査を実施しております。

監査役 村 上 　 未 来

当事業年度開催の取締役会の全22回に、また、監査役会

の全15回に出席いたしました。公認会計士としての知識

と経験を活かして、議案・審議等につき必要な発言を適

宜行い、客観的、中立的立場から監査を実施しておりま

す。

監査役 阿 部  美 寿 穂

2022年６月28日就任以降、当事業年度開催の取締役会の

16回に、また、監査役会の10回に出席いたしました。公

認会計士としての知識と経験を活かして、議案・審議等

につき必要な発言を適宜行い、客観的、中立的立場から

監査を実施しております。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 65百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

　　65百万円

(4) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容

　　 該当事項はございません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内

容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

４. 会社の支配に関する基本方針

　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価

値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えております。

　なお、現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりません。

５. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主に対する利益還元も経営の最重要課題であると認識しておりますが、現在

は成長段階にあると考えており、経営環境の変化に対応するため財務体質を強化し、事業

拡大の為に内部留保の充実等を図ることが株主に対する最大の利益還元につながるものと

考えております。このことから、当事業年度は期末配当を無配とさせていただきます。将

来的には、収益力の強化や事業基盤の整備を実施しつつ、内部留保の充実状況及び企業を

取り巻く事業環境を勘案した上で、株主への利益還元を検討していく事を基本方針として

おりますが、現在において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定でありま

す。内部留保金の使途につきましては、当社の競争力の維持・強化による将来の収益向上

を図るための設備投資及び効率的な体制整備に有効に活用する方針であります。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売掛金及び契約資産

棚 卸 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

商 標 権

顧 客 関 連 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産
　

2,626,883

1,784,836

17,429

572,165

114,631

137,820

2,886,798

735,997

223,051

38,865

472,857

1,223

1,760,402

828,465

426,267

281,254

224,413

390,398

182,860

67,960

139,577

282
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 1,224,422

買 掛 金 350,557

短 期 借 入 金 165,000

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

166,890

未 払 法 人 税 等 68,781

契 約 負 債 57,823

賞 与 引 当 金 5,094

そ の 他 410,276

固 定 負 債 1,217,685

社 債 15,000

長 期 借 入 金 652,600

繰 延 税 金 負 債 420,810

退 職 給 付 に
係 る 負 債

10,293

事業損失引当金 26,769

資 産 除 去 債 務 75,451

そ の 他 16,760

負 債 合 計 2,442,108

（純資産の部）

株 主 資 本 2,437,626

資 本 金 1,341,003

資 本 剰 余 金 1,491,003

利 益 剰 余 金 △394,003

自 己 株 式 △377

その他の包括利益累計額 △3,794

為替換算調整勘定 △3,794

新 株 予 約 権 26,648

非 支 配 株 主 持 分 611,374

純 資 産 合 計 3,071,855

資 産 合 計 5,513,964 負 債 純 資 産 合 計 5,513,964

連 結 貸 借 対 照 表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

（注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 4,804,631

売 上 原 価 2,885,605

売 上 総 利 益 1,919,026

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,273,523

営 業 損 失 △354,496

営 業 外 収 益

為 替 差 益 4,426

助 成 金 収 入 16,682

そ の 他 3,880 24,990

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,238

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 8,360

そ の 他 2,154 17,752

経 常 損 失 △347,259

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15,000

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,899

関 係 会 社 株 式 売 却 益 154,842 171,742

特 別 損 失

事 業 損 失 引 当 金 繰 入 26,769

投 資 有 価 証 券 評 価 損 58,507

減 損 損 失 547,662 632,939

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △808,455

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 81,552

法 人 税 等 調 整 額 18,692 100,245

当 期 純 損 失 △908,701

非支配株主に帰属する当期純損失 △37,480

親会社株主に帰属する当期純損失 △871,220

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
　

696,378

492,541

113,504

19,473

70,859

2,276,553

0

2,276,553

179,321

2,026,059

69,175

60,693

△58,695

282
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 294,827

買 掛 金 25,030

短 期 借 入 金 15,000

1年内償還予定の社債 18,000

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

63,312

未 払 金 53,099

未 払 費 用 84,305

未 払 法 人 税 等 17,700

契 約 負 債 77

預 り 金 7,796

そ の 他 10,506

固 定 負 債 235,542

社 債 15,000

長 期 借 入 金 45,000

関係会社長期借入金 50,000

資 産 除 去 債 務 10,470

関係会社事業損失引当金 100,072

そ の 他 15,000

負 債 合 計 530,370

（純資産の部）

株 主 資 本 2,416,195

資 本 金 1,341,003

資 本 剰 余 金 1,491,003

資 本 準 備 金 1,491,003

利 益 剰 余 金 △415,434

その他利益剰余金 △415,434

繰越利益剰余金 △415,434

自 己 株 式 △377

新 株 予 約 権 26,648

純 資 産 合 計 2,442,844

資 産 合 計 2,973,214 負 債 純 資 産 合 計 2,973,214

貸　借　対　照　表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

（注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 774,255

売 上 原 価 355,004

売 上 総 利 益 419,251

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 641,247

営 業 損 失 △221,996

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 33,000

経 営 指 導 料 120,350

そ の 他 4,879 158,229

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,440

社 債 利 息 252

そ の 他 602 2,294

経 常 損 失 △66,061

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15,000

関 係 会 社 株 式 売 却 益 178,792 193,792

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 56,604

関 係 会 社 株 式 評 価 損 643,151

関係会社事業損失引当金繰入額 76,517

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 54,175

減 損 損 失 21,303 851,752

税 引 前 当 期 純 損 失 △724,021

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,132

法 人 税 等 調 整 額 24,699 28,832

当 期 純 損 失 △752,853

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注) 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 細 野 和 寿

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 　 裕

独立監査人の監査報告書

2023年6月6日

INCLUSIVE株式会社

　取締役会　　御　中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

　　東　　京　　事　　務　　所

　

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、INCLUSIVE株式会社の2022年4
月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、INCLUSIVE株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査におけ
る監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 32 －
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連結会計監査報告

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ

ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通

読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得

た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違

以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判

断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書

類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査

報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽

表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算

書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると

判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適

－ 33 －
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連結会計監査報告

用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含め
た連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報
に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監
査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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個別会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 細 野 和 寿

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 　 裕

独立監査人の監査報告書

2023年6月6日

INCLUSIVE株式会社

　取締役会　　御　中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

　　東　　京　　事　　務　　所

　

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、INCLUSIVE株式会社の
2022年4月1日から2023年3月31日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不

正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実
施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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個別会計監査報告

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監
査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第16期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1) 監査役会は、監査の方針、計画、職務の分担等を定め、各監査役か

ら監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

（2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、計画、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情

報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を

求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関

する品質管理基準」（令和3年11月16日企業会計審議会）等に従っ

て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告

－ 38 －
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監査役会の監査報告

2023年６月６日

I N C L U S I V E 株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 小 　 泉 　 増 　 明 ㊞

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 村 　 上 　 未 　 来 ㊞

監 査 役 （ 社 外 監 査 役 ） 阿 　 部 　 美 寿 穂 ㊞
　

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２. 監査の結果

（1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

　（2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　（3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

以　上
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第１号議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

1

ふじ

藤
た

田
 

　
まこと

誠

（1973年４月20日）

1997年４月　中央宣興株式会社入社

2001年10月　株式会社エクサイド入社

2002年10月　アトムショックウェーブ株式会社入社

2005年４月　株式会社ライブドア入社

2007年４月　当社設立　代表取締役社長就任（現任）

2015年11月　TRIPLE WIN STRATEGIES株式会社　取締役就

任（現任）

2017年８月　株式会社グルコース　取締役就任

2018年12月　TRIPLE WIN STRATEGIES株式会社　代表取締

役社長　就任

2018年12月　Data Tailor株式会社　代表取締役社長就任

　　　　　　（現任）

2020年７月　株式会社morondo　代表取締役就任（現任）

2021年２月　Newsletter Asia株式会社　代表取締役就

　　　　　　任（現任）

2022年２月　株式会社ナンバーナイン　取締役就任（現

任）

2022年４月　株式会社OGS　代表取締役就任（現任）

2022年４月　OGS PLUS,INC.　vice president就任（現

任）

2022年４月　INCLUSIVE SPACE CONSULTING株式会社　代

表取締役就任（現任）

2022年８月　株式会社オレンジ　取締役就任（現任）

4,294,032株

【取締役候補者とした理由】
2007年の当社創業以来、長きにわたり代表取締役を務め、経営者としての豊富
な経験と幅広い見識を有しており、経営方針や経営戦略の決定等、経営陣とし
てリーダーシップを発揮してきたことから、取締役として適任であると判断
し、選任をお願いするものであります。

株主総会参考書類

第１号議案 取締役４名選任の件

　取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役４名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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第１号議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

2

かる

軽
べ

部　
まさ

政
はる

治
（1969年９月19日）

1990年 ４月 ワーナー・ディベロップメント株式会社入

社

2000年 １月 スターウェブ株式会社ビジネスパートナー

ソリューション事業部部長就任

2001年 ４月 同社執行役員営業本部長就任

2004年 ４月 株式会社サイバーブレッド入社

2004年 10月 同社代表取締役社長就任

2006年 ８月 株式会社ケイブ　取締役就任

2006年 ９月 株式会社オレンジ・アンド・パートナーズ

（現　株式会社オレンジ）を設立。同社代

表取締役副社長就任（現任）

2009年 ４月 東北芸術工科大学　デザイン工学部　企画

構想学科　教授就任

2012年 ３月 株式会社下鴨茶寮代表取締役副社長就任

（現任）

2018年 ４月 京都芸術大学情報デザイン学科 クロステッ

クデザインコース　教授就任（現任）

2022年 ６月 当社取締役就任（現任）

41,300株

【取締役候補者とした理由】
企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、経営方針や経営戦
略の決定等、株式会社オレンジの経営陣としてリーダーシップを発揮してきた
ことから、取締役として求められる的確な判断力と理解力に加え、当社グルー
プの持続的な成長と企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有し
ていることから、取締役として適任であると判断し、選任をお願いするもので
あります。

3

やな

柳
さわ

澤
 

　
だい

大
すけ

輔
（1974年２月19日）

1996年４月　株式会社ソニー・ミュージックエンタテイ

ンメント入社

1998年８月　合資会社カヤック設立　無限責任社員

2005年１月　株式会社カヤック設立　代表取締役就任

（現任）

2015年９月　株式会社テー・オー・ダブリュー　取締役

就任（現任）

2015年11月　株式会社プラコレ　取締役就任（現任）

2016年３月　クックパッド株式会社　社外取締役就任

2017年５月　稲村ガ崎三丁目不動産株式会社（現　鎌倉R

不動産株式会社）　取締役就任（現任）

2017年６月　ウェルプレイド株式会社（現　ウェルプレ

イド・ライゼスト株式会社）　取締役就任

2019年10月　当社取締役就任（現任）

2021年５月　株式会社カヤックゼロ　代表取締役就任

（現任）

2022年11月　株式会社リビングハウス　社外取締役就任

（現任）

2023年２月　株式会社フィル・カンパニー　社外取締役

就任（現任）

-

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識があるため、中立的な立場で当社
の経営に対する有用な助言及び業務執行の監督について十分な役割を果たし、
当社のガバナンスの適正化に十分貢献すると考えられますので、社外取締役と
して適任であると判断し、選任をお願いするものであります。
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第１号議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

4

しお

塩
の

野
 

　
まこと

誠
（1975年11月12日）

1998年 ４月 シティバンク　エヌエイ入社

1999年 10月 ゴールドマン・サックス証券会社入社

2000年 ８月 株式会社EC-watch.com CFO就任

2001年 ９月 ベイン・アンド・カンパニー・インコーポレ

イテッド入社

2003年 ４月 株式会社ライブドア入社

2008年 ５月 ワシントン大学ロースクール法学修士修了

2008年 ７月 株式会社経営共創基盤入社

2012年 １月 同社　共同経営者/マネージングディレクタ

ー就任（現任）

2017年 ６月 株式会社JBIC IG Partners 代表取締役CIO就

任（現任）

2018年 10月 JB Nordic Ventures Oy　取締役就任（現

任）

2020年 ６月 株式会社ビービット　取締役就任（現任）

2022年 ６月 当社取締役就任（現任）

-

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識があるため、中立的な立場で当社
の経営に対する有用な助言及び業務執行の監督について十分な役割を果たし、
取締役として求められる的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的
な成長と企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有していること
から、取締役として適任であると判断し、選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．柳澤大輔氏及び塩野誠氏は、社外取締役候補者であります。

３．柳澤大輔氏及び塩野誠氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、

両氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって柳澤

大輔氏が３年９か月、塩野誠氏が１年となります。

４．当社は、柳澤大輔氏及び塩野誠氏との間で、会社法第427条第１項及

び当社定款に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、

同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結

しており、柳澤大輔氏及び塩野誠氏の再任が承認された場合には、両

氏との当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく

役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者

の役員訴訟、労務関連訴訟、有価証券関連訴訟の損害を当該保険契約

によって填補することとしております（ただし、犯罪行為や意図的に

違法行為を行った被保険者自身の損害等を除く）。各候補者の再任が

承認された場合は、当該保険契約の被保険者となります。

６．当社は柳澤大輔氏及び塩野誠氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として届け出ており、両氏の再任が承認された場合には、引き続

き独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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第２号議案

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

1

こ

小
いずみ

泉
 

　
ます

増
あき

明

（1951年５月20日）

1977年４月　トヨタ自動車販売株式
会社（現：トヨタ自動
車株式会社）入社

2011年６月　株式会社シイエム・シ
イ入社

2011年12月　株式会社シイエム・シ
イ　常勤監査役就任

2015年３月　株式会社テンダホール
ディングス　監査役
（非常勤）就任

2015年９月　当社常勤監査役就任
（現任）

-

【社外監査役候補者とした理由】
事業会社の業務への精通、ならびに事業会社の監査部門における知識・経
験等があり、経営監視機能として、客観的、中立的立場から監査を行える
と判断したため、選任をお願いするものであります。

2

むら

村
かみ

上
 

　
み

未
らい

来

（1977年６月19日）

2000年10月　中央青山監査法人入所
2006年11月　UBS証券株式会社入社
2009年11月　KPMGヘルスケアジャパ

ン入社
2012年11月　株式会社ユーザベース

入社
2019年４月　株式会社somebuddy代表

取締役就任（現任）
2019年５月　株式会社ブリッジ・シ

ー・キャピタル（現　
クリアル株式会社）　
社外取締役就任

2019年７月　当社監査役（非常勤）
就任（現任）

2020年12月　株式会社ユーグレナ　
取締役監査等委員（非
常勤）就任（現任）

-

【社外監査役候補者とした理由】
会計士としての専門的知見、ならびに上場企業の財務担当執行役員として
企業経営に携わってきた経験を有しており、客観的、中立的立場から監査
を行えると判断したため、選任をお願いするものであります。

第２号議案 監査役２名選任の件

　社外監査役小泉増明氏及び社外監査役村上未来氏は、本総会終結の時をもって

任期満了となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであり

ます。

　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

      ２．小泉増明氏及び村上未来氏は社外監査役候補者であります。
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第２号議案

      ３．小泉増明氏及び村上未来氏は、現在、当社の社外監査役であります

が、両氏の監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって小泉

増明氏が７年10か月、村上未来氏が４年となります。

      ４．当社は、小泉増明氏及び村上未来氏との間で、会社法第427条第１項

及び当社定款に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任につい

て、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を

締結しており、小泉増明氏及び村上未来氏の再任が承認された場合に

は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

　　　５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく

役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険者

の役員訴訟、労務関連訴訟、有価証券関連訴訟の損害を当該保険契約

によって填補することとしております（ただし、犯罪行為や意図的に

違法行為を行った被保険者自身の損害等を除く）。各候補者の再任が

承認された場合は、当該保険契約の被保険者となります。

　　　６．当社は小泉増明氏及び村上未来氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として届け出ており、両氏の再任が承認された場合には、引き

続き独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

以　上

－ 44 －



2023/06/05 14:09:37 / 22945293_ＩＮＣＬＵＳＩＶＥ株式会社_招集通知_電子提供措置用

地図

会場：東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号　渋谷東口ビル１階

ＴＫＰガーデンシティ渋谷　1F「ホールA」

TEL 03-6418-1073

交通 ▶ＪＲ山手線・埼京線・湘南新宿ライン「渋谷」駅

東口より徒歩３分

▶東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線「渋谷」駅

15番出口より徒歩２分

▶東急東横線・田園都市線「渋谷」駅

ヒカリエ方面連絡通路より徒歩３分

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

東口

渋谷署前

ビックカメラ

山
手
線

渋谷局

東京スクールオブ
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宮益坂上
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宮益坂

ハチ公口
宮益坂口

渋谷駅
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三菱ＵＦＪ
信託銀行
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通
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ＥＣＣ
外語学院

銀だこ

西口
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ＪＲ渋谷駅

東急
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※ 駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は、ご遠慮く

ださいますようお願い申しあげます。


